
申告書確認表【留意事項】

平成31年4月1日以後開始連結事業年度等分
個別帰属額届出用

№

68 　租税の負担割合が20/100未満である外国関係会社(特定外国関係会社を除きます。)
又は租税の負担割合が30/100未満である特定外国関係会社を有する場合、別表十七
(三の七)等を作成していますか（合算課税制度の適用を受けない場合であっても、こ
れらの外国関係会社又は特定外国関係会社の財務諸表、申告書等を添付する必要があ
ります。）。

69 　別表十七(三の七)等の各欄は、添付した外国関係会社の財務諸表、申告書等の記載
内容と一致していますか。

70 　別表十七(三の八)の24欄の金額は、２欄の事業年度中に確定した法人所得税の額を
記載していますか（２欄の事業年度の所得に対する法人所得税の額を記載していませ
んか。）。

　２欄の事業年度の所得に対する法人所得税の額を記載した場合には、個別課税対象
金額の計算に誤りが生じることがあります。

71 　別表十七(三の八)の28欄の金額の換算レートは、特定外国関係会社又は対象外国関
係会社の当事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日における電信売買相場の仲
値を適用していますか（自社の同日を含む連結事業年度終了の日における電信売買相
場の仲値を適用している場合、継続適用していますか。）。

　自社の同日を含む連結事業年度終了の日における電信売買相場の仲値を継続適用し
ている場合で、２以上の外国関係会社（特定外国関係会社又は対象外国関係会社）を
有するときは、その全ての外国関係会社につき、当該電信売買相場の仲値を適用する
必要があります。

72 　別表十七(三の十一)の６欄の金額は、４欄の事業年度の所得に対する外国法人税額
ですか。
　また、その外国法人税額に係る申告書等を添付していますか。

　対象事業年度以外の外国法人税額を記載した場合には、控除対象外国法人税額の計
算に誤りが生じることがあります。

73 　別表十七(三の十一)の36欄及び37欄の金額の換算レートは、外国関係会社の当事業
年度終了の日の翌日から２月を経過する日における電信売買相場の仲値を適用してい
ますか（自社の同日を含む連結事業年度終了の日における電信売買相場の仲値を適用
している場合、継続適用していますか。）。

  自社の同日を含む連結事業年度終了の日における電信売買相場の仲値を継続適用し
ている場合で、２以上の外国関係会社を有するときは、その全ての外国関係会社につ
き、当該電信売買相場の仲値を適用する必要があります。

74 　国外関連者との取引がある場合、取引がある全ての国外関連者の名称、当該国外関
連者の直近事業年度の営業収益等及び国外関連者との取引状況等について記載してい
ますか（取引には対価の授受がないものも含みます。）。

　左記の記載がない場合には、移転価格上の問題の有無を正しく判定できず、その結
果、連結所得金額の計算に誤りが生じることがあります。

留意事項項目 確認内容

国外関連者に関する
明細書
別表十七(四)

特定外国関係会社、
対象外国関係会社、
部分対象外国関係会
社（外国金融子会社
等を含む。）に係る個
別課税対象金額等
別表十七(三の七)・
別表十七(三の八)・
別表十七(三の十一)
　 等

（外国関係会社の平成30年４月１日以後に開始する事業年度）

　平成29年度税制改正等により、合算課税制度の合算対象とされる外国関係会社は、
次のとおりとされています。
①　特定外国関係会社（いわゆる｢実体基準｣及び｢管理支配基準｣のいずれにも該当
  しない外国関係会社(注)、総資産額に対する一定の受動的所得の割合が30/100を
  超える外国関係会社で総資産額に対する一定の資産の割合が50/100を超えるもの、
　関連者からの保険料収入が大部分を占める等の要件を満たす外国関係会社、財務
　大臣が指定する情報交換に関する国際的な取組への協力が著しく不十分な国・地
　域に本店等を有する外国関係会社）
　(注)　令和元年度税制改正により、この外国関係会社から一定の持株会社等が除
　　　かれることとされています。
②　対象外国関係会社（いわゆる｢事業基準｣、｢実体基準｣、｢管理支配基準｣又は｢非
  関連者基準｣若しくは｢所在地国基準｣の要件のいずれかを満たさない外国関係会社
  で①以外のもの）
③　部分対象外国関係会社（②の要件の全てを満たす外国関係会社で①以外のもの）
(注)　部分対象外国関係会社のうち、銀行業、金融商品取引業又は保険業を行う一
　　定のもの及び外国金融持株会社等を外国金融子会社等といいます。
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